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平成 28 年度一般会計当初予算案の内容および特徴 

 

Ⅰ 一般会計予算の内容 

 
（ア）歳入予算の構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）主な歳入の状況  

 

 
 

個人県民税は、税収の多くを占める給与所得者の所得割の増収が見込まれることに加え、企業

業績の好調を反映して配当割等の増収が見込まれることから、32 億円増（＋6.2％）の 542 億

円を見込んでいます。 

また、法人二税は、税務会計上、課税所得額が大幅に減少する企業も見込まれる一方、前年度

に引き続き円安基調の影響により、輸出関連企業を中心に企業収益が増加していることに加え、

法人事業税の税率改正に伴う増収が見込まれることから、15 億円増（＋3.7％）の 422 億円を

見込んでいます。 

 

 

 

主なものとしては、都道府県間の財政力格差を是正するため地方法人特別税（国税）を再配分

する地方法人特別譲与税があり、平成 28 年度は、対前年度比 27 億円減（▲11.8％）の 202

億円を見込んでいます。その他に地方揮発油譲与税を 19 億円、石油ガス譲与税を 1 億円計上し

ています。 

地方譲与税 ▲28 億円（▲11.0%、㉘222 億円 ← ㉗250 億円） 

 

県税 ＋35 億円（＋2.3％、㉘1,555 億円 ← ㉗1,520 億円）    

資料 1 

県税

155,500

(28.6%)

地方消費税清算金

48,039

(8.8%)

分担金及び負担金

1,753

(0.3%)

使用料及び手数料

8,337

(1.5%)

財産収入

1,013

(0.2%)
寄附金

101

(0.0%)

繰入金

24,609

(4.5%)
繰越金

0

(0.0%)

諸収入

33,178

(6.1%)

地方譲与税

22,238

(4.1%)

地方特例交付金

700

(0.1%)

地方交付税

116,000

(21.3%)交通安全対策

特別交付金

450
(0.1%)

国庫支出金

58,780

(10.8%)

県債

73,882

(13.6%)

自主財源

272,530

(50.0%)

依存財源

272,050

(50.0%)

歳 入 合 計

5,445億 8千万円

（単位：百万円）

うち臨時財政対策債

30,500 (5.6%)
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平成 28 年度の国の地方財政計画では、地方税が増となる中、地方交付税総額については、前

年度とほぼ同程度が確保され、臨時財政対策債が減少しています。 

本県においても、平成 28 年度は法人二税等の増収が見込まれますが、臨時財政対策債につい

て前年度に比べ 38 億円の減を見込んでいることから、本県への交付額としては、前年度に比べ

20 億円増の 1,160 億円を計上しており、2 年ぶりに増加する見込みです。 

（参考）地方交付税＋臨時財政対策債 1,465 億円（対前年度比 ▲18 億円 ▲1.2％） 

 

 

 

公立高等学校授業料不徴収交付金や農業就業近代化対策費が減となるものの、高等学校等就学

支援金交付金や保育対策総合支援事業費、参議院議員通常選挙費などの増等により、全体として

7 億円増加しています。 

 

 

 

財政調整基金を 80 億円（平成 28 年度末現在高見込額 74 億円）、県債管理基金を 50 億円

（平成 28 年度末現在高見込額 48 億円）取り崩すほか、福祉・教育振興基金を 28 億円取り崩

すこととしています。 

また、その他の特定目的基金については、農地中間管理事業推進基金 11 億円、地域医療介護

総合確保基金 23 億円取り崩すなど、引き続き、それぞれの基金の目的に沿って活用することと

しています。 

 

 
 

文化財保存修理費や情報化基盤整備基金返還金が増加となるものの、中小企業関係資金貸付金

の減等により、1 億円減少しています。  
 

 

 

 
 

平成 28 年度は 739 億円で、対前年度比 59 億円の減となっています。このうち、臨時財政

対策債を除く県債は 434 億円で、対前年度比 21 億円の減を見込んでおります。これは、高校

耐震対策工事の進捗状況や危機管理センター整備工事の完了などによる減となることなどによるも

のが主な理由です。また、地方交付税の振替として発行している臨時財政対策債は、対前年度比

38 億円減の 305 億円を見込んでいます。 

こうした結果、県債残高は、平成 28 年度末に 1 兆 868 億円となる見込みで、このうち臨時

財政対策債を除く実質的な県債は、6,445 億円となり、平成 27 年度末見込みの 6,459 億円よ

り、14 億円の減となっています。 

 

  

繰入金 ＋75 億円（＋43.7%、㉘246 億円 ← ㉗171 億円）         

 

地方交付税 ＋20 億円（＋1.8％、㉘1,160 億円 ← ㉗1,140 億円） 

国庫支出金 ＋7 億円（＋1.3%、㉘588 億円 ← ㉗581 億円） 

諸収入 ▲1 億円（▲0.2%、㉘332 億円 ← ㉗333 億円） 

 

県債（臨時財政対策債含む）   ▲59 億円（▲7.4％、㉘739 億円 ← ㉗798 億円） 

県債（   〃   除く）  ▲21 億円（▲4.7％、㉘434 億円 ← ㉗455 億円）     
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（ウ）歳出予算（目的別）の構成図      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

びわ湖ホール長寿命化等推進整備費 ＋1.4 億円、（仮称）彦根総合運動公園整備事業 ＋1.3 億円、

危機管理センター整備事業 ▲13.5 憶円、平成 27 年国勢調査費 ▲6.5 億円 
 

 

 
 

参議院議員通常選挙執行費 ＋6.4 億円、県有庁舎長寿命化等推進事業費 ＋1.8 億円、 

滋賀県議会議員一般選挙市町交付金 ▲4.5 億円、県有庁舎維持管理費 ▲1.6 億円 
 

         

 
          

造林公社運営費 ＋4.1 億円、木造公共建築物等整備事業費 ＋2.3 億円、 

南湖緊急水草刈取事業費 ＋0.7 億円、産業廃棄物処理施設整備資金助成事業費 ▲1.4 億円 
 
 

 

 

介護保険給付費県費負担金 ＋10.4 億円、地域医師確保推進事業 ＋9.1 億円、 

後期高齢者医療給付費県費負担金 ＋5.7 億円、保育士修学資金貸付事業 ＋6.2 億円、 

施設型給付・地域型保育給付費 ＋4.6 億円、子育て支援環境緊急整備事業 ＋5.1 億円、 

国民健康保険財政安定化基金運営事業 ＋3.9 億円、薬事衛生推進費 ＋2.8 億円 
 

   
 

 

情報化基盤整備基金清算事業 ＋1.5 億円、高等技術専門校長寿命化推進事業 ＋1.0 億円、 

中小企業振興資金貸付金 ▲11.2 億円、緊急雇用創出特別推進事業 ▲1.4 億円 
 

 

 

国営土地改良事業費負担金 ＋5.2 億円、県営かんがい排水事業費 ＋3.5 億円、 

農地中間管理事業促進費 ▲9.9 億円、農地中間管理事業推進基金積立金 ▲7.2 億円 

総合政策費 ▲13 億円（▲5.9%、㉘203 億円 ← ㉗216 億円） 

 

総務費 ＋0.1 億円（＋0.03%、㉘207 億円 ← ㉗207 億円） 

 

琵琶湖環境費 ＋5 億円（＋2.9%、㉘186 億円 ← ㉗181 億円） 

 

健康医療福祉費 ＋62 億円（＋7.2%、㉘931 億円 ← ㉗869 億円） 

 

商工観光労働費 ▲9 億円（▲4.0%、㉘213 億円 ← ㉗222 億円） 

 

農政水産業費 ▲9 億円（▲4.5%、㉘196 億円 ← ㉗205 億円） 

 

議会費

1,306 

(0.3%)

総合政策費

20,313 

(3.7%)

総務費

20,663

(3.8%)

琵琶湖環境費

18,622 

(3.4%)

健康医療福祉費

93,134

(17.1%)

商工観光労働費

21,303

(3.9%)

農政水産業費

19,636 

(3.6%)

土木交通費

48,551 

(8.9%)
警察費

30,019 

(5.5%)

教育費

139,469 

(25.6%)

災害復旧費

826 

(0.2%)

公債費

80,169 

(14.7%)

諸支出金

50,439

(9.3%)

予備費

130 

(0.0%)

歳 出 合 計

5,445億 8千万円

（単位：百万円）
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土木補助公共事業費 ▲1.1 億円、土木単独公共事業費 ＋10.0 億円、 

水源地域対策費 ▲3.6 億円、南湖湖底環境改善事業 ▲2.0 億円  
 

 
 

システム改修等経費 ＋2.5 億円、警察署移転新築整備 ▲18.2 億円、 

警察署長公舎整備 ▲1.1 億円  
 

 
 

教職員給与費 ＋11.9 億円、高等学校等就学支援金交付金 ＋10.0 億円、 

教職員退職手当 ＋8.9 億円、学習船建造事業費 ＋8.3 億円、 

特別支援学校児童生徒増加対策事業 ▲6.4 億円、天井等落下防止対策費 ▲7.5 億円、 

県立学校耐震対策費 ▲4.5 億円  
 

 
 

元金 ▲0.3 億円、利子 ▲16.4 億円  
 

 
 

団体営農地農業用施設災害復旧事業費 ▲3.8 億円、補助土木施設災害復旧事業費 ▲0.2 億円 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 歳出総額に占める性質別経費の割合は、「人件費」が 1,723 億円で 31.6%と最も大きく、前年度よ

り 27 億円（1.6％）増加しています。これは、平成 27 年度の人事委員会勧告の実施に伴う増（＋１

５億円）や退職者の増加に伴う退職手当の増（＋７億円）などによるものです。「扶助費」は 520 億円、

全体の 9.6%で、社会保障関係費の自然増等により前年度に比べ 32 億円（6.5%）増加しています。

また、「公債費」は 801 億円、全体の 14.7%で、元金、利子等の減により、前年度より 17 億円（2.1%）

減少しています。 

人件費、扶助費、公債費を合わせた、いわゆる「義務的経費」の歳出総額に占める割合は、55.9％で、

前年度に比べ 0.1 ポイント増加しています。 

「投資的経費」は 754 億円で、全体の 13.8％を占めており、危機管理センターの整備等の「普通建

設事業費」が減少しているほか、団体営農地農業用施設災害復旧事業費等の「災害復旧費」が減少する

ことにより、全体として 14 億円（1.8%）減少しています。 

土木交通費 ＋8 億円（＋1.7％、㉘485 億円 ← ㉗477 億円） 

。８ 

警察費 ▲14 億円（▲4.5%、㉘300 億円 ← ㉗314 億円） 

 

教育費 ＋32 億円（＋2.4%、㉘1,394 億円 ← ㉗1,362 億円） 

 

公債費 ▲17 億円（▲2.0%、㉘801 億円 ← ㉗818 億円） 

 

（エ）歳出予算（性質別）の構成図 

人件費（教育費）

118,696 

(21.8%)

人件費（警察費）
24,068(4.4%)

人件費（その他）

29,521(5.4%)

扶助費

52,048 

(9.6%)
公債費

80,078 

(14.7%)

普通建設

事業費

74,686 
(13.7%)

災害復旧事業費

747 

(0.1%)

一般行政費

128,194 

(23.5%)

貸付金

25,331

(4.6%)

その他

11,211 

(2.1%)

義務的経費

304,411 

(55.9%)

投資的経費

75,433 

(13.8%)

その他の経費

164,736 

(30.3%)

歳 出 合 計

5,445億 8千万円

（単位：百万円）

人件費計

172,285

(31.6%)

災害復旧費 ▲4 億円（▲32.7%、㉘8 億円 ← ㉗12 億円） 
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Ⅱ 主な特徴  

     県 税 は 、 景 気 の 回 復 傾 向 を 反 映 し ４ 年 連 続 の 増 加 
 
県税収入は、対前年度当初予算比 35 億円増（＋2.3%）の 1,555 億円で、4 年連続の増加となる

見込みです。増加の主な要因としては、給与所得者の所得割の増収に伴う個人県民税の増や、法人事

業税の税率改正に伴う法人二税の増などが見込まれます。 

なお、基幹税目である個人県民税と法人二税の状況等は下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 
 

27年度当初予算

1,520

28年度当初予算

1,555

個人県民税 510

個人県民税 542

法人二税 407

法人二税 422

209

200

122

121

180

177

92

93

603 695 686 452 432 571 
410 394 

433 
494 583 

661 725 

396 

222 
312 282 310 378 407 422 

251 

274 
267 

251 
232 

241 

235 
229 216 

216 

252 

494 
533 

501 

445 
450 469 488 

515 

510 542 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

400

800

1,200

1,600

2,000

平8 平9 平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28

(億円) (％)

県 税 当 初 予 算 額 の 推 移

1,286
1,202

1,477

1,885
1,790

法人二税

県 税 に 占 め る
法 人 二 税 の 割 合

個人県民税

県 税 に 占 め る
個人県民税の割合

その他の税

(年度)

1,273 1,310

◆主な税目の状況 

三位一体の改革
による税源移譲 

地方法人特別税の
導入（法人事業 
税の一部国税化） 

1,411 

(億円) 

地方消費税 軽油引取税 自動車税 その他の税 

1,520 1,555 
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       地方交付税に臨時財政対策債を加えた実質的な地方

交付税は減少。一般財源総額についても前年度を下

回る見込み。  
 

地方交付税は、対前年度当初予算比で 20 億円増（＋1.8%）の 1,160 億円、地方交付税の振替

措置である臨時財政対策債を加えた実質的な地方交付税については、対前年度当初予算比で 18 億

円減（△1.2%）の 1,465 億円となり、前年度を下回る見込みです。 

また、これらに県税、地方譲与税、地方特例交付金を加えた一般財源総額についても、前年度当

初予算比で 10 億円減の 3,249 億円で、前年度を下回る見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

H27

H28

地方交付税 1,140 

地方交付税 1,160 

臨時財政

対策債

343

臨時財政

対策債

305 

県 税 1,520 

県 税 1,555 

地方譲与税 250 

地方譲与税 222 

地方特例

交付金

7

地方特例

交付金

7

（億円）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28

1,360 1,418 
1,252 1,185 

1,071 
958 871 917 

1,108 1,132 1,122 1,134 1,166 1,140 1,160 

201 

411 

296 
228 

206 
186 

227 

458 

661 501 494 502 453 
343 305 

（億円）

（年度）

地方交付税および臨時財政対策債の推移

当初予算における一般財源総額 

（注）平成 26 年度までは決算額、平成 27 年度は２月補正（国補正等分）後予算額、平成 28 年度は当初予算額です。 

臨時財政対策債 

地  方 

交付税 

実質的な地方交付税 1,483 

実質的な地方交付税 1,465 （△18） 
 

3,249 億円 
（△10 億円） 

3,260 億円 
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      社会保障関係費などの裁量が少ない経費が増加  
 

国民健康保険や介護保険等の社会保障関係の法令に基づく県負担金など、県の裁量が少ない義務

的経費が年々増加傾向にあります。 

この結果、投資的経費をはじめとする政策的経費が圧迫され、財政が硬直化した状況が続いてい

ます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去に発行した県債の返済のための義務的経費である公債費については、３年連続で 800 億円を

超える規模となっており、政策的経費を圧迫する要因となっています。 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28

80.4 
7.8 

89.3 101.2 110.3 114.6 119.3 124.3 128.1 130.8 139.1 

87.0 
90.6 96.6 101.0 105.2 112.8 118.3 124.5 129.5 139.9 

30.0 
30.5 30.5 

33.8 34.0 
39.3 39.6 39.4 39.2 

39.2 

72.4 
67.8 73.9 

78.1 77.9 
91.2 91.7 

100.5 107.7 
110.0 

269.8 
286.0 

302.2 
323.2 331.7 

362.6 
373.9 

392.5 
407.2 

428.2 

（億円）

（年度）

主な社会保障関係費の状況

(注) 1 平成26年度までは決算額、平成27年度は2月補正(国補正対応分)後予算額、平成28年度は当初予算額です。

2 「国民健康保険関係費」には、国民健康保険調整交付金、国民健康保険基盤安定対策費負担金、高額医療費共同事業負担金を計上し、

「後期高齢者医療費対策関係費」には、後期高齢者医療給付費県費負担金、後期高齢者医療基盤安定対策費負担金、後期高齢者医療高

額医療費県費負担金を計上しています。

国民健康保険

関係費

児童手当負担

金・子ども手当

負担金

介護保険給付

費県費負担金

後期高齢者医

療費対策関係

費

老人医療給付費

県費負担金

616 644
676 695 694 664 678 704 729 752 753 781 764 797 821

818 802

5,802 5,960
5,614 5,492 5,285 5,027 4,950 4,922 5,057 5,323 5,226 5,027 4,848 5,093 5,111

5,460 5,446

10.6% 10.8%
12.0% 12.7% 13.1% 13.2% 13.7% 14.3% 14.4% 14.1% 14.4%

15.5% 15.8% 15.7% 16.1%
15.0% 14.7%

-20%

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

20%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28

歳出総額と公債費の推移
公債費

その他歳出

歳出総額に占める公債費の比率

（注） 平成26年度までは決算額、平成27年度は2月補正（国補正分等）後予算額、平成28年度は当初予算額です。

(億円）
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臨時財政対策債を除く実質的な県債は、発行額は 5 年 

ぶりに減少し、残高も減少傾向 
 

県債発行額は 739 億円で、対前年度当初予算比 59 億円（▲7.4%）の減となっています。これ
は、危機管理センター整備事業の完了による減のほか、退職手当債の発行を行わなかったことや、
臨時財政対策債の発行額を対前年度当初予算比 38 億円減の 305億円としたことなどによるもので
す。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
県債残高は年々増加しており、平成 28 年度末には 1 兆 868 億円になる見込みです。県ではこ

れまでから県債残高の減少に努めてきましたが、臨時財政対策債の占める割合が依然として高く、

これが県債残高の増加に大きく影響しています。 

臨時財政対策債の残高 4,423 億円を除く、実質的な県債残高は 6,445 億円で、減少傾向を維持

する見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
 
 

・ 臨時財政対策債は、本来、国が地方交付税として交付すべきものですが、地方交付税の 

財源が不足していることから、地方が国に代わって借金しているものです。 

・ 臨時財政対策債の元利償還金は、後年度に全額地方交付税の基準財政需要額に算入され 

ます。 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28

7,465 7,692 7,904 7,842 7,682 7,567 7,508 7,438 7,492 7,496 7,245 6,967 6,721 6,547 6,385 6,459 6,445 

100 301 
713 1,008 1,234 1,421 1,568 1,744 2,135 2,715 3,124 3,531 3,898 4,183 4,332 4,423 

7,465 7,792 
8,205 

8,555 8,690 8,801 8,929 9,006 9,236 
9,631 9,960 10,091 10,252 10,445 10,568 10,791 10,868 

(億円)

(年度)

県債残高の推移

(注)  平成26年度までは決算額、平成27年度は2月補正（国補正分等）後予算額、平成28年度は当初予算額に基づく各年度末

現在高です。

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H22当初 H23当初 H24当初 H25当初 H26当初 H27当初 H28当初

326 301 354 357 358 455 434

656
498 484 500 450 343 305

982 

799 838 857 808 798 739

（億円）

県債発行額（一般会計）

臨時財政
対 策 債 

＋91 

実質的な 
県 債 
▲14 

◇臨時財政対策債 
H27→H28 ▲38 億円 

◇実質的な県債（臨時財政対策債以外） 
H27→H28  ▲21 億円  

・防災行政施設整備事業費▲11.4 億円 
・警察施設整備事業費  ▲10.3 億円 
・公共施設最適化事業債＋12.3 億円 
・退職手当債        ▲40.0 億円 
・行政改革推進債     ＋30.0 億円 



 ９

 

      財源調整的な基金については、活用により残高は 

減少するが、なお一定額は確保  
 
 

年度間の財源の不均衡を調整するための財政調整基金と借入金の返済に備えるための県債管理基

金は合計で 130 億円取り崩すこととしており、平成 28 年度末の残高は両基金あわせて 122 億円

となる見込みです。 

また、特定目的のためにあらかじめ財源を準備してきた特定目的基金については、国の経済対策

関連基金事業の進捗に伴い、総額としては減少する見込みですが、平成 28 年度も引き続き各事業

に充当し、活用することとしています。 
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200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

平4 平5 平6 平7 平8 平9 平10平11平12平13平14平15平16平17平18平19平20平21平22平23平24平25平26平27平28

78 88 98 96 96 90 80 80 80 83 42 73 47 53 46 50 
23 37 

75 98 145 181 190 154 
74 

769 716 660 607 585 528 

357 303 318 270 

108 
185 182 171 146 145 

106 
37 72 86 

102 
119 123 

98 

48 

650 
595 

519 
426 

401 
371 

362 383 397 460 

397 

383 
308 275 

281 249 326 

644 
613 497 442 

412 356 
308 

258 

1,497 

1,399 

1,277 

1,129 
1,082 

989 

799 766 795 813 

547 

641 

537 
499 473 444 455 

718 
760 

681 689 712 
669 

560 

380 

（億円）

（年度）

基金残高の推移（一般会計）
特定目的基金

県債管理基金

財政調整基金

（注）平成26年度までは各年度末現在高であり、平成27年度は2月補正(国補正分等)後予算額、平成28年度は当初予算額
に基づ く各年度末現在高見込額です。

■平成 28 年度末現在高見込み
 

財政調整基金            7,413 

県債管理基金           4,784 

福祉・教育振興基金         5,550 

琵琶湖管理基金          2,999 

環境保全基金             295 

森林整備担い手対策基金          854 

災害救助基金             719  

介護保険財政安定化基金       381 

後期高齢者医療財政安定化基金    591 

ふるさと・水と土保全基金     1,192  

鉄軌道関連施設整備促進等基金     685 

近江大橋等維持修繕基金      1,021 

国民体育大会・全国障害者スポ  3,600 
ーツ大会運営等基金 

文化財保存基金          716 

平成 28 年度末現在高 
県債管理基金  48 億円 
財政調整基金  74 億円 

計    122 億円 

主な基金の状況 

■平成 28 年度中の取り崩し予定額  

財政調整基金            8,000 

県債管理基金           5,019 

福祉・教育振興基金        2,800 

東海道新幹線新駅地域振興等基金  344 

琵琶湖管理基金          277 

環境保全基金           408 

琵琶湖森林づくり基金        749 

地域医療介護総合確保基金    2,253 

介護保険財政安定化基金          100 

子育て支援対策臨時特例基金    651 

農地中間管理事業推進基金        1,149 

鉄軌道関連施設整備促進等基金   296 

学習船建造基金          480  

文化財保存基金            165 

平成４年度末の財政調整基金
および県債管理基金の現在高
は、過去最大の 847 億円 
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      プライマリーバランスは、当初予算比較で２年連続 

で黒字を維持 
 

プライマリーバランスは、県債以外の歳入で、県債元利償還金を除いた歳出をまかなえるかどう

かを示す基礎的財政収支のことで、これが黒字であれば財政の中長期的な持続可能性を保つことが

できるとされています。 

平成 28 年度当初予算では、3 年連続で黒字を維持し、財政収支の改善を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

  
平成 28 年度のプライマリーバランスのイメージは、下図のとおりです。 

 

68

△101 △130 △136
△4

28 27 26

△113
△219

△7
△63 △50

15 19 62127 

279 
158 

224 234 213 253 
345 

437 491 
421 450 465 

362 367 

5,252 

4,864 
4,643 4,594 

4,420 

4,395 4,400 
4,217 

3,982 3,964 
4,184 4,063 4,097 

4,345 
4,587 

4,707 
5,184 

4,965 
4,773 4,730 

4,424 

4,367 4,373 
4,191 

4,095 4,183 4,191 4,126 4,147 
4,330 

4,568 4,645 

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

△400

△200

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平12 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 H26 H27 H28

(億円)(億円)

(年度)

プライマリーバランスの推移（当初予算ベース） 県債除く歳入額

元利償還金除く歳出額

臨時財政対策債を地方交付税とみな

した場合のプライマリーバランス

プライマリーバランス

県税収入等 

（県債以外の収入） 

県債の元利償還金 

を除く支出 

4,707 億円 

県債の元 
利償還金 

4,645 億円 

県債発行に
よる収入 

歳  入 歳  出 

県債を除いた県税等
の歳入で、その年度
の行政サービスに必
要な歳出をまかなうこ
とができています。 

歳入（県債除く）が歳出（元利償還金
除く）を上回っていることから、プラ
イマリーバランスは黒字となります。
（＋62億円） 

本来、地方交付税として交付されるべき
臨時財政対策債を県債ではなく、地方交
付税とみなすと、プライマリーバランス
は、さらに黒字となります。（＋367億円） 

プライマリーバランスが黒字 

 

臨時財政対策債 305 億円



 引上げ分の地方消費税収 百万円

　※社会保障財源化分の市町への交付金を除いています。

 社会保障施策に要する経費 百万円

（単位：千円）

○上記①のうち、社会保障施策の充実に充当した地方消費税額（引上げ分） 千円

＜主な施策の内容＞

・子ども・子育て支援新制度の施行に伴う経費 千円

・国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充に要する経費 千円

・国民健康保険への財政支援の拡充に要する経費 千円

・地域医療介護総合確保事業に要する経費 千円

・難病・小児慢性特定疾患にかかる助成制度に要する経費 千円

・介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化に要する経費 千円

○上記①のうち、社会保障施策の充実以外の使途に充当した地方消費税額（引上げ分） 千円

・社会保障の安定化分として、既存の社会保障施策に要する経費 千円

　（介護保険給付費負担金、障害者自立支援給付費等負担金など）

・消費税率の引き上げに伴う社会保障経費の増（公経済負担分） 千円

390,723

歳 出

歳 入

11

4,533,628

5,217,372

9,446,445

12,529,164

50,623,089

経　費

534,975

9,751,000

一　般　財　源
引上げ分の

地方消費税①
その他

976

346,784

4,494

4,644,198 14,913,020

6,239,132

引上げ分の地方消費税収が充当される社会保障関係施策に要する経費

312,940

34,619,267

221,665

631,827

1,001,875

財　源　内　訳

特定財源
（国庫補助金等）

12,643,658

(内訳）

225,801

7,074,044

277

221,627

608,269

1,788,115

1,459,548

1,324,164

4,571,827

120,406

1,066,240

900

2,099,670

160,999

0

6,852,665

33,281

3,748,687

18,587

604,252

23

80

386,642

0

738,930

合 計 67,226,754

4,144,726

保健

衛生

医 療 に 係 る 施 策 事 業 1,177,280

感染症その他の疾病予防対策 2,382,304

そ の 他 165,863

小 計 3,725,447

8,744,536

低 所 得 者 支 援 事 業 1,200

そ の 他 1,056

小 計 23,701,944

高 齢 者 福 祉 事 業

社会

保険 国 民 健 康 保 険 事 業 11,621,202

介 護 保 険 事 業 13,988,712

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 14,189,449

小 計 39,799,363

分野 事　業　区　分

社会

福祉

生 活 保 護 事 業 1,011,892

児 童 福 祉 事 業 10,989,694

母 子 福 祉 事 業 364,794

障 害 者 福 祉 事 業

2,588,772 1,323,478 239,288 1,026,006

370

1,199,741 960,898

4,167,109

366,519

67,227

9,751

38,150

2,975,650

382,480

588,015

125,070

1,090,802

125,410

社会保障と税の一体改革により、地方消費税の税率引上げによる増収分は、全て社会保障の充実・
安定化に活用することとしています。
平成28年度当初予算における状況は次のとおりです。

地方消費税の税率引上げによる増収分の活用について



1,494 1,449 1,590 1,565 1,283 1,299 1,365 1,442 1,575
1,913 1,824

1,370 1,365 1,369 1,352 1,392 1,445 1,520 1,555

855 767 543 751
882 855 705 629 649

629 810
998 928 759 771 840 789 813 739

1,255 1,516 1,610 1,480
1,360 1,418 1,252 1,185 1,071

958 871
917 1,108 1,132 1,122 1,134 1,166 1,140 1,160

2,481
2,455 2,165 2,240 2,169 1,989

2,034 1,813 1,702 1,464 1,575 2,078 1,878 1,798 1,652 1,785 1,756 1,883 1,992

6,085
6,187

5,908 6,036
5,694 5,561

5,356
5,069 4,997 4,964 5,080

5,363 5,279 5,058
4,897

5,151 5,156
5,356 5,446

6,866
7,308 7,465

7,792
8,205

8,555 8,690 8,801
8,929 9,006

9,236
9,631

9,960 10,091 10,252
10,445 10,568

10,791 10,868

7,692 7,904 7,842 7,682 7,567
7,508 7,438 7,492 7,496

7,245
6,967

6,721 6,547
6,385 6,459 6,445

799 766 795 813
547 641 537 499 473 444 455

718 760 681 689 712 669 560 3800
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3,000

4,000

5,000
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7,000

8,000

9,000

10,000

11,000
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平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28

（億円）

（年度）

歳入決算額、県債残高および基金残高の推移（一般会計）

その他歳入

地方交付税

県債

県税

県債残高

県債残高（臨時財政対策債除く）

基金残高

（注） 1 県債は、借換債を除いています。
2 平成26年度までは決算額、平成27年度は2月補正（国補正分等）後予算額、平成28年度は当初予算額です。
3 県債残高および基金残高は各年度末現在高であり、平成27年度および平成28年度は見込額です。



1,741 1,763 1,797 1,800 1,824 1,806 1,764 1,730 1,720 1,746 1,732 1,739 1,738 1,735 1,710 1,700 1,687 1,696 1,723

215 229 263 286 296 282 291 284 326 353 366 368 394 414 416 437 455 489 520
542 585 632 652 685 708 718 684 683 700 746 758 765 794 776 808 824 818 801

1,714 1,470 1,385 1,419 1,273 1,182 1,141
930 909 870 751 631 618 598 587 645 730 757 747

8
9 8 7 7

7 8
8 6 9 6 6 6 6 8 8

41 11 7

744
702 778 752

750
704 717

720 754 775 745 777 793 829 773 761
829

1,043 1,077

904
1,071 933 880 814

792 809

752 652 620
590 573 632 608 631 595

587
572 571

5,868 5,829
5,796

5,796 5,649
5,481 5,448

5,108 5,050 5,073
4,936 4,852 4,946 4,984 4,901 4,954

5,153
5,386 5,446

42.6%

59.4%

55.9%
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(億円)

(年度)

当初予算額の推移（歳出性質別）

その他

補助費等

災害復旧事業費

普通建設事業費

公債費

扶助費

人件費

義務的経費構成比

義
務
的
経
費



0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

平16定数 平17定数 平18定数 平19定数 平20定数 平21定数 平22定数 平23定数 平24定数 平25定数 平26定数 平27定数 平28定数

3,619 3,529 3,469 3,404 3,316 3,207 3,165 3,137 3,092 3,066 3,051 3,051 3,062

80 80 79 79 78 78 78 78 78 78 78 79 78

314 305 300 297 297 279 265 265 263 274 278 288 262

79 79 78 77 77 76 76 69 69 69 69 69 69

836 867 877 877 877 888 953 971 1,009 1,035 1,054 1,077 1,101

8,005 7,989 7,958 8,053 8,114 8,127 8,141 8,236 8,259 8,325 8,319 8,257 8,280

4,040 3,994 3,952 3,886 3,886 3,854 3,873 3,905 3,962 3,974 3,998 3,994 3,993

2,458 2,496 2,514 2,512 2,509 2,516 2,519 2,523 2,529 2,538 2,538 2,552 2,565

19,431 19,339 19,227 19,185 19,154 19,025 19,070 19,184 19,261 19,359 19,385 19,367 19,410

（人）

警察本部

県立学校

小・中学校

知事部局

行政委員会

病院事業庁
企業庁

教委事務局

国
基
準
関
連
分
野
が
全
体
の
75
％
以
上
を
占
め
る

平成16年度～28年度 部門別定数

【総 数】 平16定数 19,431人 → 平28定数 19,410人 ▲ 21人

【知事部局】 平16定数 3,619人 → 平28定数 3,062人 ▲557人


